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平成30年度事業報告 

 

当公社は、県及び市町村の建設・建築行政の補完支援を通じて、豊かな地域

づくりを促進し、県民の福祉の向上と社会資本整備の推進に寄与するため、「公

１ 社会資本整備の品質を確保する事業」、「公２ 安全・安心な住環境を実

現するための建築物の確認・検査及び住宅相談事業」、「公３ 社会資本整備

に関する研修等事業」、「収１ 測量設計・図書事業」及び「収２ 指定確認

検査機関事業以外の建築関連事業」の５つの事業を柱に活動しています。 

平成30年度は、南海トラフ地震対策としての堤防の耐震化や避難路・避難広

場等の整備、道路橋定期点検・補修、県立学校施設の改修をはじめ、多くの事

業の支援に加え、７月豪雨等により県内の多くの土木施設が被災したため、災

害査定支援に尽力しました。 

また、公２の指定確認検査機関事業においては、業務エリアを県内全域に拡

大し、顧客の利便性の向上を図りました。 

 

 

第１ 公益目的事業 

 公１ 社会資本整備の品質を確保する事業 

（１）技術相談 

  ア 土木建設及び建築に関する技術相談などの発注者支援 

イ 土木建設技術に関する図書資料やホームページによる技術情報の

提供 

 

（２）積算、技術審査、監督、検査 

  ア 県、市町村等の建設事業に係る積算、監督(施工管理)、検査 

① 県土木部関係 

安芸土木、中央東土木、高知土木、中央西土木、須崎土木、 

幡多土木 

② 県土木部以外 

地域観光課、環境共生課、漁港漁場課、教育委員会、公益企業局 

③ 市町村 

室戸市、安芸市、土佐市、宿毛市、香南市、香美市、奈半利町、

北川村、馬路村、本山町、大豊町、土佐町、大川村、いの町、仁

淀川町、中土佐町、佐川町、黒潮町 
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④ その他の団体 

高知県公立大学法人高知工科大学、

高知県･高知市病院企業団立高知医療センター、 

高知県トラック団地事業協同組合 

 

  イ 品確法に基づく総合評価方式による技術審査 

    安芸土木、中央東土木、高知土木、中央西土木 

 

   ウ 庁舎等建築工事の技術支援 

    土佐市（複合文化施設）、香南市（新庁舎）、大豊町（教育施設）、

いの町（伊野小学校）、日高村（新庁舎） 

 

  エ 道路施設のメンテナンス支援 

    室戸市、南国市、土佐清水市、香南市、東洋町、馬路村、大豊町、

土佐町、いの町、仁淀川町、中土佐町、佐川町、越知町、梼原町、

日高村、四万十町 

 

  オ 災害査定支援 

安芸土木、中央東土木、中央西土木、安芸市、宿毛市、香美市、

東洋町、芸西村、本山町、大豊町、大川村、仁淀川町、佐川町、

中土佐町、四万十町、大月町 

 

（３）土木技術総合支援 

    安田町、日高村 

 

（４）土木積算システムの運用管理 

    ア 土木積算システムに関する歩掛・単価改定等の管理業務 

イ 市町村等への土木積算システムの提供及び運用・維持管理業務 

 

（５）CALS/EC支援 

  ア 電子納品運用支援 

CADヘルプデスク、設計図面の３次元化モデル作成 

   イ 公共情報データベースシステムの構築 
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 （６）技術職員受入れによる人材育成（長期受入研修） 

   ア 高知県土木部新規採用技術職員研修 

     期間：平成30年5月8日から6月1日まで 

     人数：16人 

 

   イ 市町村新任土木技術職員研修 

     期間：平成30年6月26日から7月20日まで 

     高知市6人、南国市2人、香南市1人、土佐町1人、いの町1人、 

仁淀川町1人、越知町1人、日高村1人 合計14人 

※宿毛市1人は西日本豪雨対応のため中退 

 

   ウ 市町村職員長期建設技術実務研修 

     期間：平成30年4月1日から平成31年3月31日まで 

     香南市１人、いの町１人 

 

（７）防災対策の強化 

ア 高知県防災エキスパート事務局 

    平成30年7月24日に高知県防災エキスパート研修会を開催 

    平成31年3月末現在、防災エキスパートの登録者数95人 

被災状況調査の実績（梅雨前線豪雨及び台風７号災害） 

実施日 地域等 参集者数

平成30年7月12日 本山町管内 河川3、道路4 3 

平成30年7月15日 香美市管内 河川6、道路1 3 

平成30年7月19日 本山町管内 河川2、道路1 2 
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イ 建設業の事業継続計画（BCP）の普及 

高知県が行う建設業の事業継続計画（BCP）認定制度の事務運営及

び計画策定に関する個別指導を実施 

区 分 会社数 

認定申請 6社 

認  定 5社 

更新申請 74社 

更  新 71社 

個別相談 17社 

 

ウ 南海地震対策の推進 

  土佐市、香南市、中土佐町、黒潮町の津波避難路、避難広場等の

整備及び高知土木事務所の高潮対策事業を支援 

 

  （８）市町村向けの工事成績評定の統一基準の検討 

 

 

 

 公２ 安全・安心な住環境を実現するための建築物の確認・検査 

及び住宅相談事業 

（１） 建築基準法に基づく指定確認検査機関事業 

内 容 件 数 

確 認 1,445 

検 査 1,267 

 

（２）住宅相談事業 

件 数 5 
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 公３ 社会資本整備に関連する研修等事業 

平成30年度研修実績                   （単位：人） 

 講  座  名 対 象 者 期 間 人数 

 ＊一般研修 

 土木技術職員初任者研修 市町村 2日 9 

 土木技術職員研修（基礎Ⅰ） 県・市町村 4日 15 

 土木技術職員研修（基礎Ⅱ） 県・市町村 4日 10 

 建設工事技術者研修（県下8会場） 民間 各0.5日 2,423 

 小 計 2,457 

 ＊高知ＣＡＬＳ／ＥＣ実務研修 

 ＣＡＤ初級編 県職員 2日 14 

 ＣＡＤ高度利用編 県職員 1日 18 

 小 計 32 

 ＊市町村ＣＡＬＳ／ＥＣ実務研修 

 ＣＡＤ基礎編 市町村 1日 8 

 ＣＡＤ実務編 市町村 1日 2 

 小 計 10 

 ＊その他 

 維持管理エキスパート研修「初級」 

（橋梁、法面･擁壁、トンネル） 
民間 

3分野 

各1日*3回 
218 

 維持管理エキスパート研修「中級」 

（橋梁、法面･擁壁、トンネル） 
民間 

3分野 

各1日*2回 
81 

 維持管理エキスパート研修「上級」 

（橋梁、法面･擁壁、トンネル） 
民間 1日*1回 27 

 新技術・新工法研修 県･市町村･民間 1日 171 

  第18回高知県建設技術研究発表会 県･市町村･民間 1日 131 

 
 高知県防災エキスパート研修 

防災ｴｷｽﾊﾟｰﾄ 

・県・市町村 
1日 38 

 小 計 666 

 合 計 3,165 
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第２ 収益事業 

 収１ 測量設計事業、図書事業 

（１）測量設計事業 

ア 県、市町村等の建設事業に係る測量設計 

    イ 公共施設台帳整備等 

      県の道路台帳整備業務及び道路管理システムのデータ管理業務 

 （２）図書事業 

    ア 当公社が行う研修のテキストの販売 

   建設工事技術者研修会テキスト4,100冊を作成 

    イ 高知県が定めた技術図書の編集、販売 

    ウ 株式会社井上書院との委託に基づく同社発行図書の販売 

 

 

 収２ 指定確認検査機関事業以外の建築関連事業 

（１） 住宅保証機構株式会社が実施する住宅瑕疵担保責任保険等の事務

機関業務 

  ア 住宅瑕疵担保責任保険事務 

項 目  件 数 等 

登録事業者数 484 

登録住宅戸数 371 

住宅事故調査件数 7 

 

    イ すまい給付金関連事務 

件 数  472 

 

  （２）登録住宅性能評価機関関連業務 

    ア 住宅性能評価 

内 容 戸 数 

設計評価 66 

建設評価 58 
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イ 長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査 

件 数 86 

 

ウ 建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）に係る技術審査 

件 数 30 

 

  （３）独立行政法人住宅金融支援機構との協定に基づく適合証明の業務 

内 容 件 数 

新 築 217 

賃 貸 4 

 

（４）こうちの木の住まいづくり助成事業に係る県（林業振興・環境部木

材産業振興課）からの委託業務（交付申請書添付図書の書類審査等） 

件 数 294 

 



　　平成30年度事業収入の受注先別、業務タイプ別の件数及び金額は、次のとおりです。

（単位：件、千円）

件　　数 金　　　　額

( 6 ) ( 22,601 )
6 26,121

( 68 ) ( 132,204 )
58 314,223

( 74 ) ( 154,805 )
64 340,344

( 34 ) ( 64,167 )
20 35,931

( 96 ) ( 590,499 )
90 764,303

( 5 ) ( 6,608 )
6 4,189

( 5,949 )
4,626

( 77,285 )
76,426

( 13,090 )
7,525

( 227 )
220

( 209 ) ( 912,630 )
180 1,233,564

(　)は平成29年度

 建築住宅収入

事業収入の受注先別及び業務タイプ別総括表
(公益目的事業会計・収益事業等会計合算)

事業収入総括表（受注先別）

受　注　先

県
土
木
部

 本庁　　

 土木事務所

 小計

 県土木部以外

 市町村

 その他団体

 研修収入

 出版物収入

 その他収入

合　　　計

本庁

2.1%

土木事務

所

25.4%

県土木部

以外

2.9%

市町村

62.0%

その他団

体

0.3%

研修

0.4%

建築住宅

6.2%

出版物

0.6%

その他

0.1%

本庁

3.3%

土木事

務所

32.3%

県土木

部以外

11.1%

市町村

50.0%

その他

団体

3.3%

全 体
180件

全 体
1,234百万円

金額件数
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（単位：件、千円）

件　　数 金　　　　額
グラフ
凡例

( 35 ) ( 67,934 )
23 85,024

( 19 ) ( 389,509 )
15 210,362

( 67 ) ( 115,544 )
54 68,261

( 61 ) ( 126,707 )
53 135,774

( 18 ) ( 35,246 )
27 570,542

( 1 ) ( 4,136 )
1 3,683

( 4 ) ( 72,592 )
4 65,818

( 4 ) ( 4,411 )
3 5,303

( 5,949 )
4,626

( 77,285 )
76,426

( 13,090 )
7,525

( 227 )
220

( 209 ) ( 912,630 )
180 1,233,564

(　)は平成29年度

事業収入総括表（業務タイプ別）

支援等

積算

施工管理

災害

アセット

台帳

積算
システム

 その他収入

合　　　計

 台帳

 積算システム

 その他の受託業務収入
その他の
受託

研修

建築住宅

出版物

その他

 出版物収入

 建築住宅収入

業務タイプ

 支援、検査、技術審査、
 派遣

 積算、測量･設計･積算

 施工管理、積算･施工管理

 研修収入

 災害（災害査定まで）

 アセットマネジメント

支援等

6.9%

アセット

17.1%

積算

5.5%

施工管理

11.0%
災害

46.2%

台帳

0.3% 積算シス

テム

5.3%

その他の

受託

0.4%

研修

0.4%

建築住宅

6.2%

出版物

0.6%
その他

0.1%

支援等

12.8%

アセット

8.3%

積算

30.0%

施工管理

29.4%

災害

15.0%

台帳

0.6%

積算

システム

2.0%

その他の

受託

2.5%

全 体
1.234百万円

全 体
180件

金額件数
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附属明細書 

 

１ 役員の異動 

【就 任】 

平成30年５月１日  理 事  杉 村 充 孝 

平成30年５月１日  理 事  川 﨑 和 久 

 

  【重 任】 

平成30年５月28日  理事長  平 田 幸 成 

   平成30年５月28日  常務理事 木 村 東紀夫 

平成30年５月28日  理 事  杉 村 充 孝 

平成30年５月28日  理 事  森 田 徹 雄 

平成30年５月28日  理 事  川 﨑 和 久 

平成30年５月28日  理 事  田 内 修 二 

平成30年５月28日  理 事  村 上 勝 己 

平成30年５月28日  理 事  松 岡   寛 

平成30年５月28日  理 事  久 松 隆 雄 

平成30年５月28日  理 事  松 田 春 喜 

平成30年５月28日  理 事  武 内 孝 幸 

平成30年５月28日  理 事  公 文 高 志 

平成30年５月28日  理 事  吉 村 文 次 

平成30年５月28日  理 事  田 邊   聖 

平成30年５月28日  理 事  西 森 敬 祐 

平成30年５月28日  監 事  廣 光 良 昭 

 

【辞 任】 

平成30年５月１日  理 事  渡 辺 憲 弘 

平成31年３月31日  理 事  木 村 東紀夫 

 

２ 諸会議 

（１）理事会・総会 

ア 第１回理事会 

    開 催 日 平成30年４月10日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

第１号議案 臨時社員総会の開催の件 

    第２号議案 理事の選任案を総会に提出する件 

    第３号議案 理事の選任案を総会に提出する件 

     

イ 第１回臨時社員総会 

    開 催 日 平成30年４月25日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 
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    第１号議案 理事の選任の件 

    第２号議案 理事の選任の件 

 

ウ 第２回理事会 

    開 催 日 平成30年５月８日 

    開 催 場 所 高知城ホール 

    第１号議案 平成29年度事業報告総会提出議案について 

    第２号議案 平成29年度収支決算報告総会提出議案について 

    第３号議案 役員の選任総会提出議案について 

    第４号議案 平成30年度常勤役員の報酬変更総会提出議案について 

    監 査 報 告 

     

エ 定時社員総会 

    開 催 日 平成30年５月28日 

    開 催 場 所 高知会館 

    第１号議案 平成29年度事業報告について 

    第２号議案 平成29年度収支決算報告について 

第３号議案 役員の選任について 

    第４号議案 平成30年度常勤役員の報酬変更について 

監 査 報 告 

     

  オ 第３回理事会 

    開 催 日 平成30年５月28日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

    第１号議案 公益社団法人高知県建設技術公社定款第22条第２項の規

定による理事長選任の件 

第２号議案 公益社団法人高知県建設技術公社定款第22条第３項の規

定による常務理事選任の件 

第３号議案 常勤役員（理事長及び常務理事）の報酬変更の件 

 

カ 第４回理事会 

    開 催 日 平成30年10月９日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

第１号議案 臨時社員総会の開催の件 

    第２号議案 平成30年度補正予算案を総会に提出する件 

 

  キ 第２回臨時社員総会 

    開 催 日 平成30年11月６日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

    第１号議案 平成30年度補正予算の件 
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  ク 第５回理事会 

    開 催 日 平成30年11月30日 

    開 催 場 所 高知共済会館 

    報 告 事 項 平成30年度収支決算見込について 

 

ケ 第６回理事会 

    開 催 日 平成31年３月15日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

    第１号議案 臨時社員総会の開催の件 

    第２号議案 平成31年度事業計画案を総会に提出する件 

     第３号議案 平成31年度収支予算案を総会に提出する件 

    第４号議案 常勤役員及び監事の報酬案を総会に提出する件 

     

  コ 第３回臨時社員総会 

    開 催 日 平成31年３月27日 

    開 催 場 所 公益社団法人高知県建設技術公社 

    第１号議案 平成31年度事業計画について 

    第２号議案 平成31年度収支予算について 

    第３号議案 常勤役員及び監事の報酬について 

    報 告 事 項 平成30年度収支決算見込について 

 

サ 第７回理事会 

    開 催 日 平成31年３月29日（決議があったものとみなされた日） 

    開 催 場 所 書面評決 

    第１号議案 常勤役員（理事長）の報酬の件 

    第２号議案 事務局長の選任の件 

 

（２）全国建設技術センター等協議会の会議等 

ア 第１回理事会 

    開 催 日：平成30年４月19日 

開催場所：都道府県会館（東京都） 

 

  イ 通常総会 

    開 催 日：平成30年５月23日 

開催場所：都道府県会館（東京都） 

 

ウ 第２回理事会 

    開 催 日：平成30年８月30日、31日 

開催場所：ひだホテルプラザほか（岐阜県） 
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  エ 第21回技術研究発表会 

    開 催 日：平成30年９月27日、28日 

開催場所：四日市都ホテルほか（三重県） 

 

オ 中国・四国ブロック支部会議 

開 催 日：平成30年10月４日、５日 

開催場所：サンラポーむらくも ほか（島根県） 

 

カ 復興状況報告会 

    開 催 日：平成30年10月16日、17日 

現地視察：気仙沼市、登米市、南三陸町ほか（宮城県） 

 

キ 全国会議 

    開 催 日：平成30年10月25日、26日 

開催場所：水戸京成ホテルほか（茨城県） 

 

  ク 中国・四国ブロック支部技術研修会 

    開 催 日：平成30年11月21日、22日 

開催場所：ホテルニュータナカほか（山口県） 

 

ケ 第３回理事会 

    開 催 日：平成30年12月13日 

開催場所：グループウェア（サイボウズ）による会議 

 

コ 全国研修・第16回技術講習会 

    開 催 日：平成31年１月24日 

開催場所：都道府県会館（東京都） 

 

サ 第４回理事会 

    開 催 日：平成31年２月21日、22日 

開催場所：高知共済会館 COMMUNITY SQUARE ほか（高知県） 

 

 

（３）建築関係の会議 

  ア 高知県営繕業務担当者連絡会議 

    主  催：高知県 

    開 催 日：平成30年７月27日 

開催場所：ちより街テラス（高知県） 

 

イ 住宅性能評価機関中国・四国ブロック連絡協議会 

主  催：一般財団法人山口県建築住宅センター 
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  開 催 日：平成30年10月11日 

  開催場所：西の雅 常盤（山口県） 

 

  ウ 住宅保証機構㈱すまいるネット中・四国H30総会、事務機関（中四国）

ブロック会議 

主  催：住宅保証機構株式会社 

開 催 日：平成31年２月７日 

開催場所：安田岡山磨屋町ビル（岡山県） 

 

エ 適合証明業務担当者会議 

主  催：独立行政法人住宅金融支援機構 

    開 催 日：平成31年２月15日 

開催場所：ＣＩＶＩ研修センター新大阪東（大阪府） 

 

 

３ 技術力向上のための取組 

（１）研修受講の実績 

研修名 開催日 研修機関 人数 

「災害復旧実務」研修 
H30.5.7 

～5.11
一般財団法人全国建設研修センター ２ 

「建築基準法の一部を

改正する法律案」等に

関する説明会 

H30.4.26 国土交通省住宅局 １ 

「建築工事監理Ⅰ」研

修 

H30.5.14 

～5.18
一般財団法人全国建設研修センター １ 

総括現場検査員研修 H30.6.19 住宅保証機構株式会社 １ 

登録住宅性能評価機関

負担金システム等説明

会 

H30.6.20 
公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支

援センター 
１ 

損害調査員（新規登録）

研修 
H30.7.23 住宅保証機構株式会社 １ 

ICT研修会 H30.9.14 高知県土木部技術管理課 2 

住宅性能表示制度評価

員講習会 

H30.11.6 

～11.9
株式会社日建学院 １ 

公共工事品質確保技術

者資格登録更新講習 
H30.11.9 一般財団法人全日本建設技術協会 ６ 

次世代住宅ポイント制

度 評価機関向け説明

会 

H31.2.1 一般社団法人住宅性能評価・表示協会 ２ 
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研修名 開催日 研修機関 人数 

i-Construction講座 H31.2.20 高知県土木部 7 

平成 30 年改正建築基

準法に関する説明会 
H31.2.25 国土交通省住宅局 １ 

ICT 施工に関する技術

講習会 
H31.2.28 自主企画 21 

 

 

（２）資格取得の実績 

 

 

 

 

 

資 格 名 人数 

公共工事品質確保技術者（Ⅰ） １ 

ＲＣＣＭ（造園） １ 


